








イベント民泊は他の住宅を利用した宿泊行為を提供する事業スキームと比較して、

本来の規制主体である自治体の求めに応じて住宅を宿泊施設として提供するものであるため、規制が少なく、

地方創生に繋がる高い可能性を秘めています。

しかし自治体や自宅提供者といった当事者がしっかりと意識をもって準備をし、取り組むことが求められます。

もう少し詳しく知るための Q&A

Q1：準備から実施まで、どのくらいの時間を要するのか。
A1：イベントの規模によっても異なってきますが、過去の事例
を見ると、最短でも3ヶ月は必要です。自治体主導で募集から

要請、面談（説明会）、研修を実施する必要があるため、余裕を

もったスケジュールで進行できると安心です。

Q2：自宅提供者が提出する申込書には、どんな項目が必要とな
るのか。

A2：あくまで例となりますが、以下の項目が考えられます。
・提供する自宅の所在地

・施設のタイプ（戸建住宅、共同賃貸住宅、分譲マンション、そ

の他）

・施設の提供および範囲（住宅全体を提供するのか。一住戸内

の一部の部屋を提供するのか。自宅提供時に提供者またはそ

の家族が在宅するのか）

・提供する部屋数及び定員数

・自宅提供者が施設について保有している権利（所有権、区分

所有権、賃借権）、  および宿泊者に対する賃貸（または転貸）

権限の有無

・施設の所有者（提供者が賃借人の場合は、その管理  会社でも 

良い）、マンション管理組合の名称または氏名、電話番号な    

どの情報

・宿泊者の募集方法（仲介事業者を利用する場合は、その名称、

仲介サイトのトップページリンクなど）

・宿泊者の本人確認および鍵の受け渡し方法

・もしあるのであれば、過去のイベント民泊の実施実績。

・自宅提供代表者の名前、住所、電話番号

Q3：自宅提供者への研修では、具体的にどんなことを伝えれ
ば良いのか。

A3：前頁に記載した「自宅提供者」の内容が該当する基本的な
ものとなります。もし研修が難しいという場合は、少なくとも

要請書面やホームページ、広報誌、個別案内書面などで、事前

に周知しておくことが望ましいでしょう。

Q4：宿泊施設が不足することの判断は、どの程度のエリアを
想定したものなのか。

A4：決まりはありませんが、地理的状況、交通事情を踏まえ、
イベント会場から来場者が比較的移動しやすいエリアを自治

体が適切に想定、判断する必要があります。

Q5：イベント民泊の運営に不慣れな場合、どうすれば良いのか。
A5：要請や事務行為に関しては、第三者機関に委託すること
もできます。

Q6：イベント民泊実施期間が2日以上の場合、その間、宿泊者
を入れ替えることは可能か。

A6：イベント民泊は個人による受入れを原則とすることと
併せて、自治体の要請等の諸条件の下で、住宅を宿泊施設と

して提供する行為を旅館業法の適用対象外とする特例措置

と位置付けられます。宿泊者の入れ替えがある場合、旅館業

法が規制対象とする宿泊施設の反復継続的提供があると解

されるとともに、その規制根拠となる公衆衛生の担保が失わ

れてしまう、という観点から、入れ替えは不可となります。

Q7：イベント民泊終了後、自宅提供者のアンケート以外に、自
治体がやるべきことはあるのか。

A7：実施状況（イベント名、開催場所、時期、日数、提供物件数、
総宿泊者数）を厚生労働省に報告をしてください。

自宅提供者へのインタビュー

出島美紀さん（徳島県在
住） 娘が受験勉強中だっ
たため、家庭内で刺激が得
られることがあるといいな
と考え、イベント民泊に参
加しました。家庭で何度か
ホームステイを受け入れた
こともあり、娘もゲストが宿

泊することに慣れていたのも幸いでした。特別なことはせず、家族のよ
うに迎え入れることでお互いの緊張が解け、ゲストも喜んでくれている
ように感じました。

平井真夫・弘子夫妻（徳島県
在住） 以前から阿波おど
り開催時に宿泊施設が不
足していることは知っており、
自分でなにかできることは
ないかと考えていました。そ
んな折、たまたまイベント民
泊という取り組みを知りまし

た。期間中で思い出深いのは、家族連れのお子さんが阿波おどりを披
露してくれたり、ご両親と夜遅くまでお話ししたことです。疲れを癒す場
所を提供するはずが、むしろホストである私達が元気をもらえました。
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